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第１章 計画の位置付け等            

１．公共施設等総合管理計画の背景と目的 

本市は，平成 17年 10 月の合併後，結果的に用途目的の重複や老朽化が著しい公共施設を多数保

有することになりました。また，本市の人口は，平成 7年の 8.3 万人をピークに減少に転じており，

少子高齢化も進んでいます。さらに，普通交付税算定の特例(合併算定替)の終了により，交付税が

平成 28 年度から段階的に減額される中，公共施設に対して，維持管理や改修・改築等を計画的に

続けていかないと，厳しい財政状況をますます圧迫することになり，他の行政サービスに重大な影

響を及ぼすことが懸念されます。 

そのため，全体的・中長期的な視点による計画的かつ戦略的な公共施設のマネジメントに取り組

むべく，本市が保有する施設の基礎的情報の収集と分析を行い，さまざまな観点から実態や課題を

可視化し，課題解決に向けた公共施設のあり方を検討する基礎資料として「石岡市公共施設白書」

を平成 27年度に作成しました。 

一方，国においては，平成 25年 11 月に「インフラ(道路・橋りょう等)長寿命化基本計画」※1（イ

ンフラ老朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）を定め，インフラを管理・所管する者に

対し，当該施設の維持管理や更新を着実に推進するための行動計画や施設ごとの個別計画の策定を

求めています。また，地方公共団体の財政負担の軽減や平準化が図られるように，保有する公共施

設等の更新，統合・再編，長寿命化等を計画的に行う「公共施設等総合管理計画」※2の策定要請が，

総務大臣から都道府県知事を通して全国の市町村に通知されました。 

このような背景もあり，本市においても，公共施設等の総合的な管理は，効率性を追求しながら

中長期にわたり計画的に取り組むべき全庁的な重要課題と考え，「石岡市公共施設等総合管理計画」

を策定しました。 

公共施設利用者の安全・安心の確保は無論のこと，集約・統合等による適正配置や，民間との連

携等による新たな事業手法の採用により財政負担の平準化を図ります。また，インフラについては，

老朽化対策が大きな課題となっていることから，計画的に更新・整備を図ります。さらに，市民ニ

ーズの変化も見据え，良質かつ持続可能な公共施設サービスを実現することを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラ長寿命化基本計画
(基本計画)【国】

(平成25年11月策定済)

＜国の施策体系＞

(行動計画)

各省庁が策定

（平成28年度までに策定）

参考

【国】

インフラ長寿命化計画の体系

公共施設等総合管理計画

（平成26年4月に，平成28年度

までに策定するよう要請）

(行動計画) 【地方】

道
路

河
川

学
校

(個別施設計画)

道
路

河
川

学
校

(個別施設計画)

出典：「公共施設マネジメントの最近の動向」(平成28年5月13日 総務省自治財政局財務調査課)より

※1

※2
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２．計画の位置付け 

この計画は，本市の将来ビジョンである「石岡かがやきビジョン」を下支えする計画のひとつで

あり，また「石岡ふるさと再生プラン」と連動した各施策分野の中の施設等に関する取組の横断的

な指針とし，公共施設と主要なインフラ施設に係る各個別計画が体系化された包括的なものとして

位置付けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．計画期間 

本市が保有する公共施設は昭和 40年代以降集中して整備してきた結果，これらが今後，築後 30

～50 年といった改修・建替えが必要な時期を迎えることになります。また，公共施設の質と量の最

適化を図る上で，中長期的な計画のもと，人口面，財政面とも連動したマネジメントが不可欠であ

るため，平成 29 年度から平成 68 年度までの 40年間を計画期間とし，10 年ごとに計画の内容を見

直しながら実行します。 

 

４．対象施設 

本市が保有する建築物で行政財産として管理する公共建築のほか，道路，橋りょう等の土木構造

物や上水道，下水道，公園といった主要なインフラ施設を加えたものを対象施設とします。 

石岡かがやきビジョン
（将来ビジョンH24～H33）

石岡ふるさと
再生プラン

（アクションプラン）
H26～H29

石岡市公共施設等
総合管理計画

整
合

用途別個別計画

整
合

整
合

既存計画
（道路,橋りょう,
上下水道,公園等）

＜市の施策体系＞




